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「研究」から「開発」へのモード変換フェーズとしての
「応用特化研究」

齋　藤　冨士郎

“Application-specific Research” as the mode-converting phase from
“Research” to “Development”

Fujio Saito

　技術の実用化においては、基本機能とそれと補完関係にある技術のセット全体が必要であることを

述べ、その延長として「基本技術の複数個の可能な応用の一つを最も有望な応用として特定し、基本

技術の深化・拡充のみならず、当該応用の実現に必要なあらゆる補完技術の研究開発を包含する」応

用特化研究の概念を提唱した。応用特化研究は研究開発プロセスにおける「研究モード」から「開発

モード」へのモード変換フェーズと見ることができる。応用特化研究はステージ・ゲート・プロセス

におけるステージ２（詳細検討（事業案件化準備））に対応させることが可能であり、そうすることで

開発始動ノードとしてのゲート３（事業案件化決定）の役割はより強調される。「死の谷」は基礎研究

と事業化・実用化の間のギャップではなく、両者をつなぐモード変換フェーズと解すべきである。

Business realization of a new technology needs a set of technologies including not only the basic technology
but also every necessary complimentary technologies. This leads us to a concept of “Application-specific
Research”, which is the research activity including further elaboration of the basic technology but also
development of every necessary complimentary technologies in order to realize a specified application. The
application-specific research can be regarded the mode-converting phase from “Research mode” to
“Development mode” in an R&D process. The application-specific research is also assigned to the stage 2
(Business case) in the Stage-gate process. By doing so, the role of the gate 3 (Decision on business case) as
the development ignition node is more emphasized. “The valley of death” should be understood not as the
gap between basic research and business, but as the mode-converting phase connecting them.
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Ⅰ　まえがき

　近年、我国では研究開発投資効率の低下が深

刻な問題として受け止められており、それに関

連して「死の谷」という言葉を眼にすることが

多くなっている。研究・技術計画学会では「デ

スバレー（死の谷）を越えて」というタイトル

のシンポジウムを開催し（27）、能見は産業政策の

観点から「死の谷」を引用しつつ、「産業・技術

の中長期的ビジョンの検討が最も不十分ではな

いのか？」と述べ、そのための方策を提言して

いる（５）。

　「死の谷」とは米国のVern Ehlers 下院議員が

（米国における）基礎研究の成果がイノベーショ

ンに結びつかないことを、両者の間には「死の

谷」があるからだと絵画的に表現したことに由

来する（22）（23）。

　「死の谷」は基礎研究とその事業化・実用化の

間には越え難いギャップがあり、それを克服す

るためには国家レベルでの支援が必要であると

いう議論と結びついている。果たして、国家レ

ベルの支援があれば誰でも「死の谷」を踏破で

きるのであろうか？　これ等の議論の大きな欠

陥は「「死の谷」とは一体何であるか」、「何故、

「死の谷」があるのか」という考察が全く無いこ

とである。即ち、ギャップの存在だけが当然の

ごとくに強調され、何故、ギャップが存在する

のか、何故、基礎研究成果の実用化が進まない

のか、という考察が無いことである。それは「研

究」と「開発・事業化」は如何に異なっており、

基礎研究成果の事業化・実用化を狙うならば研

究開発者自身が取り組み姿勢を如何にして変え

て行かねばならないかという問題と結びついて

いる。このことに関して考察すること無しに基

礎研究成果とその事業化・実用化の間に「死の

谷」のようなギャップを想定すること自体が適

切ではない。ギャップがあるということは何も

しなければそれを越えられないということであ

り、それは特段の支援が得られないから基礎研

究成果が事業化・実用化に至らなくても仕方が

無いという言い訳を可能にする。

　本論文の目的は上述のような問題意識に基づ

いて研究から開発への遷移過程を記述する新し

い概念としての「応用特化研究」を提案し,それ

に基づいて基礎研究成果の事業化・実用化への

道筋を考察することにある。

Ⅱ　従来のイノベーション・モデルに
おける「研究」と「開発」の位置付け

　研究から開発を経て製造、販売へと時系列的

な活動の流れを想定するイノベーションの線形

モデル（図１（ａ））が現実を反映しないことは

周知のことであるが、それは実は研究と開発と

の接点に関してであって、それ以後の開発から

製造、販売への流れを時系列的にとらえること

はむしろ自然である。線形モデルの問題点はイ

ノベーション・プロセスにおける研究と開発の

性格的な違いが全く考慮されていないことにあ

る。言い換えれば、図１（ａ）において研究と

図１　イノベーション・プロセスの

　　　線形モデルと結合連鎖モデル
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開発の間にある縦線は何を意味するのか、何の

ためにあるのかはこれまで問われたことが無い

ことである。

　結合連鎖モデル（１）（図１（ｂ））は線形モデル

に比べれば、一般論としてはイノベーション・プ

ロセスをはるかに現実に近い形で表現する。し

かし結合連鎖モデルを個々の企業の研究開発活

動に当てはめた時、開発に対する研究の位置づ

けが弱いように思われる。結合連鎖モデルにお

いて市場発見から製品販売に至るイノベーショ

ン連鎖の中心は開発活動であるから、企業の研

究開発活動を論ずる場合にはイノベーション連

鎖を開発と読み替えても大きな不都合は無い。

製造業に限らず企業一般においても広い意味で

開発は企業活動そのものであり、「開発無くして

企業無し」と言うことさえ可能である。Klineは

研究とイノベーション連鎖は知識を媒介として

つながると説明している。いかなる開発活動で

あっても、そこで必要とされる知識は極めて広

い範囲にわたるから、それをすべて企業内研究

所が提供することは不可能なことは明らかであ

る。すなわち、開発活動が必要とする知識は社

内、社外、国内、国外を問わず、世界中の研究

活動に求めなければならないのである。それ故、

結合連鎖モデルにおいてイノベーション連鎖＝

開発活動が一企業の活動である場合にも、研究

活動は当該企業の研究組織のみならず、世界中

の研究組織の研究活動に依存しなければならな

い。換言すれば、一企業にとって研究による知

識獲得は本来的にアウトソーシングに求めるも

のであって、アウトソーシングでは得られない

知識を自主研究で獲得することになる。しかし、

開発に対する研究の位置付けをこのように考え

ると、企業内の研究組織（開発組織ではない）は

開発組織と知識を媒介としてつながっているだ

けということになる。世界中の多くの企業がそ

れぞれの企業内研究組織を持ち、研究活動を

行っている。それらの企業内研究活動と開発活

動とは本当に結合連鎖モデルのいうように知識

を媒介としてつながっているだけとして良いの

であろうか？　「研究」とは非常に広い概念で

あって、その中には基礎研究、科学研究、応用

研究、基礎技術開発、開発研究など性格的に異

なる様々な概念が包含されている。結合連鎖モ

デルの一つの問題点は「研究」がこのように多

くの異なる概念の集合であることを考慮せずに

あたかも単一の活動であるかのように扱ってい

ることにある。

　企業における研究開発活動を基礎研究、応用

研究、開発研究、基礎開発、応用開発、製品開

発に区分けすることは広く行われている。ここ

で開発研究と言う表現は日本国内においてはし

ばしば用いられ、特段の違和感を持って受け取

られることは無いが、研究と開発とを概念的に

明確に区別する欧米人にとっては理解不可能な

用語であることは強調さるべきである。表１は

基礎研究、応用研究、開発／開発研究の定義の

代表的２例である。ここで基礎研究に含まれる

Pure Researchや Pure Basic Researchは本来、大

学や公的研究機関で行われるべき研究であるこ

とは明らかである。しかし企業であっても事業

遂行上必要という判断がなされ経営的に可能で

あればそのような研究を手がけても良いはずで

ある。一方、応用研究は基盤研究や目的基礎研

究の活動と開発活動という全く性格の異なる活

動を結びつけるものと考えられるが、表１にお

いてその記述は折衷的に止まっており、明確な

位置付けを主張するに至っていない。また表１

における初期開発や応用開発も場合によっては

研究組織の活動と見なされることもあり得る。

　表１のような考え方の背後には線形モデルが

暗黙的に仮定されていると見るべきである。一

方で結合連鎖モデルに基づいた研究開発活動の

分類は報告されていないし、結合連鎖モデル独
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特の分類が可能であるかも明らかでない。

　研究と開発は全く性格の異なる活動である（２）。

前者は何かを捜し求める探索的活動や試行錯誤

的活動が主体であり、本来的に発散的である。一

方、開発は得られる限りの資源や技術を結集し、

あらゆる努力を払って明確な目的を実現してゆ

く過程であるから、本来的に収束的である。後

述する「死の谷」のように、研究と開発の間の

ギャップが云々されることが多いが、これは両

者の性格的な違いに由来している。それ故、研

究と開発の間により強固な結びつきを見出し、

研究から開発への成果の円滑な流れを実現しよ

うと望むならば、線形モデルか結合連鎖モデル

かを問わず、研究から開発への遷移過程につい

て改めて立ち入った検討をする必要がある。

Ⅲ　技術の実用化における補完技術の
　　必要性

　能見はある技術シーズの実用化のためには、

それと補完関係にある技術のセット全体が必要

になることを指摘した（５）。能見はこれをカーボ

ン・ナノ・チューブ（ＣＮＴ）を用いたフィー

ルド・エミッション・ディスプレイ（ＦＥＤ）を

例にとって次のように説明した。始めにＣＮＴ

が優れた電子放射特性を有するという発見があ

り、これを利用したＦＥＤという新しい技術

シーズが生まれたとする。しかしＦＥＤを事業

化に漕ぎつけるためにはＣＮＴがＦＥＤに応用

できるという基本機能だけでは不十分で、その

基本機能を補完してＣＮＴ応用ＦＥＤをディス

プレイ・デバイスとして完成させるために必要

な補完技術、たとえばＣＮＴの低コスト生産技

術、基盤へのＣＮＴの均一実装技術、真空保持

技術、大気と真空の圧力差に対するスペーサー

表１　基礎研究、応用研究、開発／開発研究の定義（下線は著者による）
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技術などの技術セットの研究開発を平行して進

めなければならない。こうすることによって始

めてＣＮＴ応用ＦＥＤが他の競合技術との間の

優劣の比較が可能になり、開発を進めるべきか、

断念すべきかの判断につなげることが出来る。

　研究活動においては新現象の発見や新技術の

発明とそれに基づいたイノベーションの推進に

皆の関心が集中するのが当然である。しかし如

何に革新的基礎技術であってもそれだけでは製

品の原型すら生まれず、基本技術に様々な補完

技術が追加開発されて始めて原型製品としての

形を見る。これは製品開発に携わる人々にとっ

ては常識と思われるが、従来の研究開発論では

補完技術に言及されることは殆ど無く、研究と

いえば自動的に基本技術に係わる研究を指して

いたように思われる。しかし基本機能に係わる

研究開発に如何に注力しようとも、実際にはそ

の基本技術を補完する技術が揃わなければ如何

に優れた基本技術といえども製品化されること

は無いのである。この意味で能見の指摘は研究

開発過程における探索・発散的な研究過程から

目的達成指向・収束的な開発過程への遷移過程

に着目した極めて重要な指摘と言うことが出来

る。

　最近、クライマーと浅羽はインクジェット・プ

リンター企業14社の取得特許について、インク

ジェット・プリンターの基本機能のみならず補

完技術に係わる技術領域をも含む９つの技術カ

テゴリーにわたる分布とその標準偏差を調べ、

カテゴリー間のバランスを保つように特許を取

得している企業が市場でも大きな売上げをあげ

て成功していると述べている（28）。この論文は上

述の能見の指摘を裏付けるものと考えてよい。

Ⅳ　「応用特化研究」概念の提唱

　能見の指摘を更に一歩進めることにより、

我々は「応用特化研究」という新しい研究の

フェーズ乃至はタイプの概念に到達する。応用

特化研究は英語ではapplication-specific research

とするのが適当であろう。

　応用特化研究は次のように定義される：

　「基礎研究の成果である基本技術の複数個の可

能な応用の一つを最も有望な応用として特定し、

その応用の事業化・実用化の可能性を実証する

ために行う研究活動であり、基本技術の深化・拡

充のみならず、当該応用の実現に必要なあらゆ

る補完技術の研究開発を包含する」。

　応用特化研究は従来言われているような応用

研究ではない。表１に示された応用研究の定義

における「基礎研究の成果を産業技術の進歩発

展に役立てる研究」という記述は応用特化研究

に近いとも見られるが、記述が簡単に過ぎ、具

体的に研究開発マネジメントどう進めればよい

かという問いには答えていない。また「研究者

側の意識」により遂行されるとあるが、恐らく

それだけでは応用特化研究が最終的に目的とす

る事業化・実用化の可能性の実証まで漕ぎつけ

るのは困難であろう。応用特化研究は基本技術

を利用するいろいろな応用を試みる研究ではな

く、応用課題を特定のものに絞り、その商業的

可能性を実証する研究活動である。換言すれば

「やって見せる」研究である。応用特化研究を遂

行するには研究者側の意識のみならず、マネジ

メント側のリーダーシップが不可欠である。何

故なら、そこには必ずしも研究者の好奇心や探

究心の対象とはなり難いが、目的実現に向けて

は絶対に解決しなければならない課題も多く含

まれているからである。一方、表１の開発／開

発研究の記述の中で応用開発と実用化開発に関

する記述は応用特化研究に近い。これは従来、応
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用特化研究は実質的に開発の初期フェーズに含

まれていたことの反映であると考えられる。し

かし応用特化研究と開発とは性格が異なる。応

用特化研究も開発も共に特定の目的実現のため

の活動である点では同じであるが、開発が現在

入手可能な技術の全てを結集して開発課題の必

達を目指す活動であるのに対して、応用特化研

究は事業化・実用化の可能性の実証を目指して、

それに必要な補完技術の探索・開発や基本技術

の深化・拡充など研究的要素を多分に含む点で

開発とは異なっている。この意味で応用特化研

究と開発とは区別さるべきである。

　応用特化研究課題は当該基本技術の応用可能

性を探索するための応用研究とは異なり、事業

化への移行を前提にして選択されるべきである。

この意味で応用特化研究の目的は次の開発

フェーズへの移行に「移行可」のサインを出さ

せるためのプロトタイプの実現ということもで

きる。Christensenらは最近の研究において、研

究成果の事業化を成功に導くためには、企業は

新技術をそれが出現した時点から、付加価値連

鎖のあらゆる相互依存的インターフェースを越

えて、次の付加価値段階とはモジュラー・イン

ターフェースで引き継がれるような結合分離点

（decoupling point）まで研究を進めるべきである

と主張している（24）。この主張は応用特化研究課

題の選択についての１つの指針を与えるものと

考えられる。著者は以前に開発プロジェクトが

実際に始動するためには何らかの具体的意思決

定行為が必要であることを指摘し、その段階を

開発始動ノードと名づけた（25）（26）。開発始動ノー

ドを応用特化研究が完了する結合分離点とその

後に続く付加価値連鎖の間に存在すると見なす

ことで、開発開始への意思決定を可能にする研

究開発活動としての応用特化研究の一付けを明

確にできると考えられる。

　ここで応用特化「研究」という命名が果たし

て適切であろうかという問題が浮上する。応用

特化研究は基礎研究や応用研究と同じ意味での

「研究」ではない。一方、応用特化「開発」とい

う言い方は本来の「開発」と何処が異なるかと

いう問題に直面するからこれも適当ではない。

応用特化「研究開発」では更に内容が曖昧にな

る。これは応用特化研究が研究と開発をつなぐ

活動であることに由来する。従って理想的には

「研究」でも「開発」でもない、新しい術語が考

案されるべきである。しかし人々にとって全く

馴染みのない新語を持ち出してもそれがどれだ

け理解を助けるかは疑問であるので、本論文で

は一応「応用特化研究」で通すことにする。

　応用特化研究は本論文が新たに提唱する概念

ではあるが、実体的には従来から存在する研究

活動であり、それを改めて独立した研究フェー

ズとして切り出したものである。その目的は基

礎研究成果の実用化の過程で従来見逃されてい

た補完技術の研究開発の重要性を明確にするこ

とであり、そうすることによってより効果的な研

究開発マネジメントを可能にすることができる。

Ⅴ　研究から開発への「モード変換
　　フェーズ」としての応用特化研究

　応用特化研究は研究から開発への橋渡しの機

能を果たすと考えられ、それ故、その位置付け

は研究でも開発でもなく両者の中間に位置する

ものである。マイクロ波・光波工学の用語を借

りるならば、応用特化研究はそれぞれ本質的に

異なる活動形態である「研究モード」と「開発

モード」をつなぐ「モード変換フェーズ」と見

ることができる。マイクロ波・光波回路におい

て異なる伝播モード（注１）、例えばＴＥモードと

ＴＭモード（注２）の導波路を直接つないだとする

と、一方の導波路から入射した電磁波はつなぎ

目でかなりの割合で反射されてしまい、他方の
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導波路にごく僅かしか伝送されない。ある伝播

モードで入射した電磁波のエネルギーを他の伝

播モードの導波路に100％伝送するためには、両

者の導波路の間に適当なモード変換素子を介在

させ、一方の導波モードを他方の導波モードに

滑らかに変換する必要がある。研究成果をいき

なり開発に移そうとしても中々上手く行かない

という経験的事実に対しては、研究と開発とは

それぞれ動作（活動）モードが異なるから、い

きなり両者をつないでも一方から他方に円滑に

成果が移転されることはなく、つなぎ目で反射

が起きてしまうと考えれば素直に理解できる。

それ故、研究成果を円滑に開発に移転するため

には、研究モードから開発モードへのモード変

換フェーズが必要である。イノベーション・プ

ロセスの線形モデルについて言えば、研究と開

発の間にモード変換フェーズとしての応用特化

研究を挟むことによって、研究から開発に自然

に事が流れるような表現になる。一方、結合連

鎖モデルにおいても、イノベーション・プロセ

スと研究活動を応用特化研究でつなぐことに

よって両者が単に知識を媒介とする以上に緊密

に関係し合う姿が表現できる。すなわち、研究

と開発の間にモード変換フェーズとしての応用

特化研究を介在させることによって、図２に示

すような、イノベーション・プロセスの線形モ

デルと結合連鎖モデルを統合した統合化イノ

ベーション・モデルを考えることができる。こ

の統合化イノベーション・モデルでは企業内部

または外部組織による研究から生まれた技術

シーズに基づいて、市場発見から導かれた特定

応用課題の下に応用特化研究が行われ、その成

果に基づいて開発が開始される。一方、研究活

動は、企業内部か外部組織かを問わず、これと

は別に開発以降の各段階で知識を媒介として相

互作用を続ける。また、開発以降の各段階の間

にはフィードバック・ループが存在する。

　統合化イノベーションモデルは、企業内研究

開発組織としての中央研究所の役割として従来

から言われている

　「新商品・新事業のシーズとなる研究成果の創

出」

に新たに

　「研究成果から導かれた技術シーズに基づいた

応用特化研究の遂行」

　という役割を付け加えることを可能にする。

すべての中央研究所がこの役割を標榜すべきで

あるというのは極論であるが、このような役割

を自ら標榜することでコーポレートレベルの研

究開発組織としての中央研究所の位置付けをよ

り明確にすることができると思われる。

　研究から開発へのモード変換フェーズは実質

的には従来から存在したはずである。研究成果

の事業化に長けた企業は社内のどこかの部門が

モード変換フェーズを担当する役割を果たして

いるのであり、反対に、研究成果の事業化が不

得意な企業にはモード変換フェーズを担当しよ

うとする部門が何処にも見当たらないのではな

いかと思われる。本論文が提唱する応用特化研

究の概念は、従来、明確に意識されることは無

かったが、実質的には存在した研究から開発へ

のモード変換フェーズの概念化である。応用特

化研究概念は基礎研究成果の事業化・実用化を

企図するに当たって、誰が何をなすべきかを明

確にするのに有効であると考えられる。図２　統合化イノベーション・モデル
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Ⅵ　ステージ・ゲート・プロセスにおける
応用特化研究の位置付け

　近年、新製品開発プロジェクトのより効果的

な選択と遂行のためにステージ・ゲート・プロ

セス（６、７）を採用する企業が増えている。ステー

ジ・ゲート・プロセスの基本形は図３に示すよ

うに「アイデア」に始まり「初期事前評価」、

「詳細検討（事業化案件化準備）」、「開発」、「試

験および確認」をへて「量産および市販」に至

る各ステージをそれぞれ「初期スクリーニン

グ」、「第２スクリーニング」、「事業案件化決定」、

「開発後のレビュー」、「商品化前の事業分析」、

「実行後のレビュー」で表されるゲートでつな

ぎ、各ゲート毎に「続行／中止」の判定を下す

システムである。

　ステージ・ゲート・プロセスは元々は新製品

開発プロジェクトを想定したものであるから

「アイデア」とは新製品のアイデアであり、開発

開始以前のゲート１からゲート３までのプロセ

スは専ら提案された新製品の市場性、商品性、競

争優位性の事前評価と技術的事前評価に主眼が

置かれている（６）。そして当該新製品アイデア創

出の源となった研究開発活動はプロジェクト以

前の「自習（homework）」とされ、成功したプロ

ジェクトの多くは「自習」がしっかりとなされ

ていたとCooper は述べている（６）。しかし革新的

技術シーズの実用化・商品化を想定した場合、技

術シーズのもろもろの応用課題の内から特定の

応用課題を設定し、基本技術の深化・拡充に加

えて全ての必要な補完技術の研究開発を行いな

がら当該応用課題を実現してゆく応用特化研究

までをすべて「自習」に含めるのは余り適当と

は思えない。このような場合においては図３に

示すように、「アイデア」を新製品のアイデアで

はなく応用特化研究として取り上げるべき特定

応用課題のアイデアと読み替え、ステージ２は

ステージ１とゲート２を経て採用に至った特定

図３　ステージ・ゲート・プロセスにおける応用特化研究
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応用課題についての応用特化研究活動と見るの

が適当である。ゲート３では応用特化研究の成

果を見て、それを開発に移すべきか否かを判定

する。応用特化研究は単なる調査活動や机上検

討ではなく基本技術に加えて補完技術の研究開

発も含めた実成果を伴う研究開発活動であるか

ら、それを踏まえたゲート３の判定にもそれだ

け説得力が加わると思われる。著者は先に引用

した論文において開発プロジェクトを始動する

ための具体的意思決定行為段階である開発始動

ノードとステージ・ゲート・プロセスにおける

ステージ１、２およびゲート３との対応関係を

論じた（26）。ステージ２を応用特化研究、ゲート

３を開発始動ノードと見なすならば、本節の考

察とⅣにおいて応用特化研究の結果を踏まえて

開発プロジェクトが始動するとした記述とも辻

褄が合う。このことは応用特化研究概念の妥当

性をより確かなものにする。

　Cooperらも複数の企業における成功事例の分

析から、フィードバック過程を取り入れた初期

スクリーニングや新製品のアイデアに先行する

技術開発活動を追加することによるステージ・

ゲート・プロセスの改良を提案している（８）が、

応用特化研究のように研究開発活動の中身まで

は考慮していないので本質的な改良とは言えな

い。

Ⅶ　応用特化研究の実例は見出せるか？

　応用特化研究という概念は本論文が初めて提

唱するものであるから、過去において明確に応

用特化研究であることを標榜して遂行された研

究開発の事例は無くて当然である。成功した多

くの新技術実用化開発事例について詳細なプロ

セス分析を行えば、明確にそのことを標榜して

無くても実質的に応用特化研究と見なせる研究

開発のフェーズは見出せる可能性はある。しか

しそれには個々の事例について研究ノートなど

の内部情報の分析が必要になるから、外部者に

よる企業の事例分析は事実上不可能である。そ

れ故、ここでは筆者自身が経験した２件の案件

を以ってそれに替えたい。

（Ａ）相転移蓄積型液晶マトリクス表示（29）　

　1975～1976年頃、筆者が所属した研究グルー

プは顧客企業の研究所で開発された新動作方式

である相転移蓄積型液晶マトリクス表示（ＬＣ

Ｄ）の技術移転を受け、その方式に基づいた試

作品を製作し、その顧客企業に納入するプロ

ジェクトを担当した。要求された試作品はパネ

ルの大きさが約Ａ４サイズで、画素数が約10万

個のマトリクス駆動ＬＣＤであった。顧客企業

の研究所からはそのＬＣＤの基本動作原理と基

本特性、材料開発、ＬＣＤセル内面の表面処理

法などの技術情報を得たが、それらはＡ４サイ

ズよりもはるかに小型の試験セルで得られたも

のであった。試作品の製作の過程で我々は以下

に述べるような、小型の試験セルでは見出せな

かったいくつかの技術課題を解決する必要が

あった：

（Ａ１）このＬＣＤでは対向するパネル間の間隔

を１μｍ以下にする必要があった。小型

試験セルではこのことはそう難しいこと

ではなかったが、Ａ４サイズのパネルの

全面にわたって電極間隔を１μｍ以下の

所定の値に保つための技術は独自に開発

する必要があった。また製作の過程で進

入するゴミによる対向電極間の短絡を防

止するために製造環境のクリーン化を推

進した。

（Ａ２）このＬＣＤの一方のパネルには反射用の

金属クロム膜を全面に被膜し、その上に

絶縁用のＭｇＦ２膜を形成し、更にその上

にマトリクス電極用酸化インジウム膜を

形成した。これらは蒸着によって成膜し
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たが、蒸着時の加熱・冷却のサイクルに

よって生ずる応力のために酸化インジウ

ム膜はしばしば破断し、電極の断線の原

因となった。これも小型試験セルでは問

題にならず、大型パネルで始めて顕在化

したもので、その対策は我々自身が見出

さなければならなかった。

（Ａ３）巨視的には極めて粘性の高い流体である

液晶を間隙が１μｍ以下のＡ４サイズの

パネルに効率的に、かつ液晶配向ムラが

無いように注入する方法と対向電極間の

短絡の原因となるゴミを除くための液晶

の精製技術を開発した、等々。

（Ｂ）ホログラムコード板を用いた漢字入力装置

　1969年に西田と阪口は位置情報を記録した微

小ホログラムをマトリクス状に配列したホログ

ラムコード板を用いた新しい図形入力装置を発

明し、これを「ホロタブレット」と命名した（30）。

その後、1971～1972年頃、筆者の所属する研究

グループは顧客企業からの試作発注に基づいて、

ホロタブレットの原理を応用して、位置情報の

代わりに漢字符号を記録した漢字入力装置（31）の

開発を事業部と共に担当した。この開発過程で

我々は以下のような基本技術の深化・拡充と共

に基本技術を補完する技術開発を行なった：

（Ｂ１）基本技術の段階ではすべての微小ホログ

ラムからの再生光点像の位置は不動のは

ずであった。しかしホログラムコード板

が大型化したことによってホログラム作

成用レンズの収差の影響が顕在化し、再

生光点像が動き回るという問題が生じた。

我々はこの問題を３次の収差理論によっ

て解析し、再生光点像が常に受光素子の

光電面に収まる設計条件を確立した（33）。

（Ｂ２）本機の使用部品であるレーザ、レーザか

ら微小ホログラムに光を導くための集束

型光フィアバ、レンズ系、ホログラムコー

ド板について高温高湿試験、温度サイク

ル試験、振動試験を行い、更に集束型光

ファイバについては繰り返し折り曲げ試

験、ホログラムコード板については耐光

試験を行い、信頼性の確認を行なった。ホ

ログラムコード板は直接大気に晒される

と特性が劣化する傾向が見られたので、

保護ガラスで密封する対策を講じた（32）（33）。

（Ｂ３）漢字入力装置のためだけではないが、

我々はホログラムコード板が量産に入っ

た場合を想定して、ホログラムコード板

の複製技術の開発も開始した（残念なが

らホログラムコード板の量産は実現しな

かった）（33）。等々。

　ここに紹介した相転移蓄積型液晶マトリクス

表示と漢字入力装置の開発プロジェクトは事務

処理上は受注案件として取り扱われ、当事者も

そのような意識の下に開発に従事した。しかし

顧客企業への納入台数は共に１～２台で、それ

以上の発注は無かったから、これを製品開発プ

ロジェクトと呼ぶのは少し大袈裟すぎる。また

このプロジェクトは発注元である顧客企業の研

究者との緊密な連携の下に受注品の完成に必要

な問題を一つ一つ解決しながら進められたから、

開発というよりはかなり研究的色彩が濃いもの

であり、これらの受注品は顧客企業が当該新技

術に基づいた製品の実用化開発を検討するため

の判断材料としての性格を持っていた。更に、こ

れら案件で我々は当該受注品の基本機能に係わ

る技術の深化・拡充のみならず、それらの開発

過程で不十分ではあったが補完技術の研究開発

も行なった。これらのことを考え合わせると、こ

こに紹介した２件の案件は結果的に本論文が提

唱する応用特化研究を不完全な形で指向してい

たと考えてよい。

　独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構（NEDO）（９）が公的資金に基づいて推進す
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る研究開発事業は最終商品の実現が目的ではな

く、産業技術シーズの発掘（10）、大学等の研究

成果を活用した実用化研究と成果の事業化の支

援（11）、技術シーズを活用して実施する実用化開

発の支援（12）を目的としている。また、それらの

枠内で行なわれる研究開発活動は定められた活

動期間内に所期の成果を収めて完結することが

前提になっている。この意味で、それらの中に

応用特化研究に近いものを公開された成果報告

の中に見出せる可能性はある。例えばゼオライ

トヒートポンプの研究開発（13） では、未利用エ

ネルギーの有効利用を図ることを念頭にゼオラ

イトヒートポンプの開発を目的として、ゼオラ

イトの物理化学的基礎研究に加えて、実用化に

適したゼオライト材の探索やゼオライト固化方

法の開発と形状の検討、試作機の製作と運転試

験などが進められている。レドックス・スーパー

キャパシターの研究開発（14） では、ハイブリッ

ド型電動車、電力回生装置、非常用電源、その

他の電力貯蔵設備に適したレドックス・スー

パーキャパシターの実用化を目指して、炭素電

極やイオン交換膜の探索・改良研究といった基

本機能に係わる研究に加えて、レドックス・スー

パーキャパシターの単セルによる特性と寿命の

確認のための試験研究、高電圧化と大型化のた

めの改良研究、実車搭載による実証研究が進め

られている。これらの研究開発事例は応用特化

研究の定義に厳密に適合するものではないが、

方向としては合致していると見ることができる。

これに対して、新規なディスプレイへの応用を

目指したカメレオン型発色システムの創成（15）

では、干渉色発現の原理を模倣して、染・顔料

や発光素子などを用いない新規な発色システム

を用いたディスプレイの開発を目指してはいる

ものの、研究開発活動は基本技術の深化・拡充

が中心であり、新規発色ディスプレイの試作は

基本技術開発の成果の実証としての扱いである。

この意味で、この事例を応用特化研究に含める

ことには無理があり、これらは従来の意味での

応用研究として扱われるべきである。独創的イ

オン伝導性高分子膜の開発と超薄型燃料電池並

びに高出力電池への応用（16）、酸化亜鉛紫外レー

ザー（17） の事例についても同様である。

　このようにNEDOの研究開発事業の枠内での

研究開発活動には応用特化研究に近いものと応

用研究に含まれるものとが混在している。これ

は応用特化研究という概念自体が従来無かった

概念であり、従って公募時点においてもそれに

沿った説明がされてこなかったことを考えれば

当然のことである。しかし最近のNEDOの説明

では「民間事業者による大学等の研究成果を事

業化することを目的とした研究開発」（11）や「新

市場の開拓を可能とする技術開発成果を実用化

して社会に普及することを目的として」（12） と

言った文言が見られるので、今後は応用特化研

究的な研究開発事例が増えるかもしれない。

　

Ⅷ　応用特化研究と類似の概念

１ 産業技術総合研究所における第２種の基礎

研究と応用特化研究の関係

　独立行政法人産業技術総合研究所（以下、産

総研と略記する）では研究を

・知識の発見・解明を目指す「第１種の基礎

研究」

・異なる分野の知識を幅広く選択、融合・適

用する「第２種の基礎研究」

の２種に位置づけ、「第２種の基礎研究」を軸に

「第１種の基礎研究」から「開発」に至る連続的

な研究を「本格研究」として推進することを標

榜している（18）（図４；この図はホームページの

以前の版にあった図を基に作成したもので、最

新版のホームページにある図はこの図とは異

なっている。しかし応用特化研究との関係を述
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べるには以前の図の方が判りやすいのでここで

はそれを用いた）。産総研の言う「第２種の基礎

研究」とは、第１種の基礎研究成果の可能な応

用課題の内から具体的な社会経済的ニーズに特

に応えると想定されるものに的を絞り、あらゆ

る知識を適用・糾合してその実現を目指す活動

と理解できる。この意味で「第２種の基礎研究」

は実質的に応用特化研究であると見なしてもそ

れほど不都合はないと思われる。

２ ターゲット・ドリブン・モデルと応用特化

研究との関係

　大見は、将来の実社会の強いニーズに応える

べく、産官学が互いに力を合わせて基礎研究、応

用研究、実用化研究を同時平行的に遂行するこ

とによって新産業を創出する戦略的シナリオと

して「ターゲット・ドリブン・モデル」を提唱

した（５）（19）（34）。図５はターゲット・ドリブン・

モデルの概念図であり、その骨子は

（a） 技術の理想像を考え、現状と比較してター

ゲットを明確化する、

（b） 解決すべき課題を全て明確化する、

（c） 必要な研究は、基礎、応用、実用化を同時

に実施する、

（d） 技術シーズや研究の方向性は、科学的な根

拠に基づいて検討する、

（e） 必要な技術を持つ企業と共同研究する、

　と述べられている（５）。　

　表２は大見と東京エレクトロン㈱との共同に

よる「大口径・高密度プラズマ処理装置」（20）（21）

の研究開発について、能見がターゲット・ドリ

ブン・モデルの観点から分析した結果である（５）。

　ターゲット・ドリブン・モデルは国家プロジェ

クトのレベルでの研究開発を想定したものであ

るから、（ａ）の技術の理想像とターゲットは特

定の技術シーズの応用特化課題というよりは、

むしろ国家戦略の観点からトップダウン的に想

定されたものになっている。しかしそれに続く

（ｂ）、（ｃ）は応用特化研究の内容と殆ど同じで

あり、それを踏まえて同時平行的に実施される

基礎研究、応用研究、実用化研究の集合は応用

特化研究と本質的に変わらない。

　「大口径・高密度プラズマ処理装置」の例では

商品化も達成できているが、一般には国家プロ

ジェクトの成果が直ちに商品になることはあま

り例が無く、通常は、その成果を承継した企業

での商品化開発プロジェクトを経て商品化され

ると考えられる。この意味で国家プロジェクト

は「プロジェクト」という名称を用いてはいる

けれども、実質的に「応用特化研究プログラム」

図４　産業技術総合研究所における

　　第１種と第２種の基礎研究
図５　ターゲット・ドリブン・モデル（19）と応用特化研究
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と呼んだ方が適切である。

　ターゲット・ドリブン・モデルも第２種の基

礎研究も国家レベルでの応用特化研究を言い表

していると言うことができる。

Ⅸ　「死の谷」はモード変換フェーズである

　「死の谷」とは一般に言われているような基礎

研究とその事業化・実用化の間に存在する

ギャップではなく、基礎研究とその事業化・実

用化をつなぐ遷移フェーズであり、研究モード

から開発モードへのモード変換フェーズである

応用特化研究はその一部であると解すべきであ

る。「死の谷」を踏破するということはモード変

換を成し遂げることと考えればよい。基礎研究

とその成果の事業化・実用化とは全く性格の異

なる活動であり、一人の研究者がその二兎を追

うことは不可能ではないにしても極めて困難で

ある。基礎研究成果の事業化・実用化のために

は研究者は基礎研究活動を一時中断しても最低

限として応用特化研究に踏み込むことが求めら

れる。研究者自身が自らの研究活動の方向を転

換する代わりに、誰かがその研究者に替わって

応用特化研究から製品開発までを引き受けてく

れれば理想的である。しかしその場合でもやは

り研究者自身もある段階までは応用特化研究に

従事する必要がある。何故ならば、応用特化研

究の過程で始めて明らかになる諸問題の多くは

基本機能の深化・拡充に係わることが多く、ま

たその結果として新たな補完技術の必要性が明

らかになることが少なくないからである。基礎

研究成果の事業化・実用化のためには程度の差

こそあれ研究者自身が応用特化研究とそれ以降

の段階に踏み込むことが不可欠である。「死の

谷」を踏破しようと思うならば先ずそこに足を

入れなくてはならない。このことを理解せずに

不可抗力的な障害としての「死の谷」に責任を

転嫁している限り、基礎研究の成果の事業化・実

用化に成功する可能性は少ないと言わなくては

ならない。

表２　ターゲット・ドリブン・モデルの観点から見た「大口径・高密度プラズマ処理装置」の

研究開発における技術の理想像、および解決すべき技術課題とその対応策（5）　　
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Ⅹ　ま  と  め

（1） イノベーション・プロセスの線形モデルも

結合連鎖モデルも、いずれも「研究」の位

置付けに関して検討が不十分であることを

指摘した。

（2） 技術の実用化においては、基本機能とそれ

と補完関係にある技術のセット全体が必要

であることを述べ、その延長として「基礎

研究の成果である基本技術の複数個の可能

な応用の一つを最も有望な応用として特定

し、その応用の事業化・実用化の可能性を

実証するために行う研究活動であり、基本

技術の深化・拡充のみならず、当該応用の

実現に必要なあらゆる補完技術の研究開発

を包含する」応用特化研究の概念を提唱し

た。

（3） 応用特化研究は「研究モード」から「開発

モード」へのモード変換フェーズと見るこ

とができることを述べた。

（4） ステージ・ゲート・プロセスと応用特化研

究との関係を述べた。

（5） 応用特化研究と類似の概念として産業技術

総合研究所の第２種の基礎研究と大見によ

るターゲット・ドリブン・モデルを考察し

た。

（6）「死の谷」は通常言われるような基礎研究

と事業化・実用化の間のギャップではな

く、むしろ研究モードから開発モードへの

モード変換フェーズと解すべきである。
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注記

（注１） 光導波路やマイクロ波導波管の中を伝播する電

磁波は一様な強度分布ではなく、伝播している

導波路の形状やサイズに固有の強度分布を持っ

ている。この固有の強度分布をその導波路の

（固有）伝播モードという。伝播モードは一般

に複数個存在し、導波路に入射した電磁波は可

能な伝播モードのどれかに従って伝播する。

モード（mode）は日本語では「姿態」と訳され、

かつては広く使われたが今日では「モード」と

カタカナ表記されることが多い。

（注２） 伝播する電磁波の進行方向をｚ軸、それに直角

な方向にｘ軸とｙ軸を取った時、ｚ方向に平行
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な電界成分を持たない伝播モードをＴＥモー

ド、ｚ方向に平行な磁界成分を持たない伝播

モードをＴＭモードという。
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